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Ⅰ B04  社会経済への 浸透過程における 技術の性格形成メカニズム : 
製造技術と I T との比較分析 
一 情報社会 / こ タ カ応 する技術政策への 覚醒 一 

0 渡辺千切 ( 東工大社会理工学 ) 

].  序 2.2 産立抗争力 

(1)  背 Ⅰ (1) 生産 % 分析 

①工業化社会から 情報化社会 ヘ シフトとともに 情報技術 (IT) の / 二 F[(X, 到 VGDP; Ⅰ労働 UL% 安本 ( 杓ア 技術ストック (1) 
革新及びその 効果的活用が 競争力の 裏 となってきている。 (2) 
②日本は 1980 年代にハイテクミラクルを 証歌したにもかかわらず                                                                   ( 研究開発喪 ) 
1990 年代以降の情報化社会においては、 T T の革新・活用にお (3) 
いて米国等に 大きく立ち遅れるに 至った   音 ，， 互 ， ( 朕謁苧 ・ ( 子 ・ 劣筆 ", 濱 ， ( 彩 ・引竿・ 券二 
③これは、 情報化社会において、 日本の社会経済体質がかってのよ 全要素生産性 は Tp) 上昇率 

う いまま競争力を な柔軟性を発揮できず、 損なうことになり、 IT の革新の成果をフルに 経済を停滞させ、 活用できな 社会経済 体 (2) 生産 桂支比 要因 
質の更なる硬直化に 拍車をかけるという 悪循環に陥ったことに ①労働の高齢化、 低成長下での 資本の老朽化のもとで   産業の競争 

よる   力は畢責 全要素生産性 (TFP) 上昇率に依存。 

④この悪循環の 源泉は、 製造技術と IT との性格形成過程の 本質的 ②しかるに、 80 年代に圧倒的優位を 誇った日本の 全要素生産性上 
な相違にあ り、 塞 ・ 昔 技術の革新に 絶大なる効果を 発揮した日本の 昇 率は、 90 年代に激減 ( 図 2-1) 。 

社会経済体質も l T に対しては、 必ずしも同様の 効果を発揮し 得 ③全要素生産性上昇率は 技術の限界生産性と 研究開発強度の 私。 
ないことに起因する。 全要素生産性上昇率二技術の 限界生産性 / あ X オ ), 研究開発強度に 的 
⑤ す な む ち、 製造技術の性格が 供給時点で先天的に 決定されたのに ④日本の研究開発強度は 世界最高レベル ( インプット大国 : 吋 2-2) 。 
対して、 IT の性格は利用過程を 通じ後天的に 決定される特質を ⑤格段に低。 技術の限界生産性 (80 年代のトップから 90 年代に 
有し、 また製造技術においては 企業等開発者自身が 技術の性格 決 は 最低レベルに 失墜 : 日 2-3 ㌔ これは   

  
  ハ ) 研究開発主体間のタイアップ ( 産学連携等 ) の欠如   

⑥しかるに、 日本には、 いまだに 1980 年代までの工業化社会時に 二 ) システムとしての 潜在的技術革新資源 ( 学習効果・スピルオーバ 
おけるハイテクミラクルの 功労者たる製造技術の 残像が根強く 一 技術の効果的活用等 ) の不登底 

残り、 基本的認識が 情報化社会のコアたる 欠如しているのが IT 実態であ の性格形成に る。 関するこのような 等に起因。 中でも、 工業化社会から 情報化社会へのパラダイムシフ 
ト にもかかわらず 伝統的な工業化社会の 慣性に引きずられて、 情報 

(2) 分析の主眼 化社会に対応した 研究開発・．技術開発のシステムに 脱皮していない 

本分析は、 以上の時代的かつ 世界共通の課題への 対応をねらいに、 どころに決定的問題が 内在。 
社会経済とへの 浸透過程における 技術の性格形成メカニズムについ l.T 皿 gm 冊 m 托曲 T Ⅳ /T 旺 ): 拷 2.R 枝 Din 稜 n 轍 y( Ⅳ りチ 
て 、 実証的検証を 行い、 情報社会に対応する 技術政策への 覚醒の方 " 

向を明らかにすることを 主眼とする。   
  

2. 産圭 競争力と技術革新   
  
  

2.] つるべ落としの 日本の珪手力   
  

① 「世界競争力白書 @me  World  Comp 田 tivene ㏄ Ye 町 book:  "   
Int ㏄ Ilational Insti ゃ @te 騰 r M 館 agerIlent Development: IMD, スイス ) 
によれば、 日本 6 競争力は 1993 年に 1 位を明け渡した 後、 徐々 
に低下。 49 か 日刊、 97 午は 17 位、 98 年は 18 位、 99 年及び 200 
年は 24 位、 200l 午は 26 位、 2002 午には 30 位に後退 ( ロ 1) 。 

②一方、 米国は 93 年に日本の座を 奪って以来、 一頁して、 1 位の 
座を維持。       コ " 、 @@__ 、       "     a 一   。 

  
A8. 
下木   
  ， Ⅰ "" ;@ 人 
  一 ・ ， Ⅰ 、                             

口 ]. 日米の競争力のトレンド． 
貸料 : 世界抗争力自害 (IMD) をもとに推理 

'.M" 憶 inalprpdu ㎡。 毎 。 ' 旺 。 hnology(gY 侮 D 

口 2.  先進 5  力日の TFP 上昇 牢 ・Ⅰ 究用尭 強度， 技 街の仏界生産 桂 
比較 (198 ㌻ 1995). 

aPen ㏄ 199l- covers Jap 皿 199l-l995. USA: l 卵 1-l 卵 3; ㏄ m ㎝ ly: I991-@9 舛     
Fr 杣 c 朗 l99l-1997.mdUK: I%1-l992. 

Source: OECD,B 捧 icSciencemdT ㏄㎞ 0@o 紺 Slatlsti ㏄， OECD,N 田 onalAccoun 尽   
InlematlonalSectoralDatab 俺 e(I999). 
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3. 技 街の眼界生産性低下の 桂 造 的要因 

3.] 前祝 技侍 (@T) の革新・活用の 立ち 迅れ 

①競争力低下の 主因に、 I T の革新・活用の 立ち遅れが内在。 技術 
の限界生産性 低 - は ぼの革新，立ち 遅れの構造的要因と 表裏 一 
体。 

② 1 9 80 年代のハイテクミラクルにもかかわらず、 1 9 90 年代 
以降の情報化社会においては、 I T の革新・活用において 米国等 
に大きく立ち 遅れ (43 、 4. 表 1L 。 
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図 3.  ネットワーク 整備 串と GDP 成 五車 (1995-1999). 
， K0 丁。 ㌔。 在 。 。 " 印面 me,"@@ 9 且 れノ ， M 。 " 。 0 ， m;dPo ㎞。 "" 。 。 " 。 1"'" 。 。 。 "" 。 " 。 。 y ぬ '" 。 。 出 。 ' 。 
c0 ℡ 血 sJolnedoECDrelative@yrecen 取 
bDm, 。 鮒 ， 鱗 onlndicatesdm 呵 va,lables:Ire ㎞ d"l,othercount 「 hes=0 ・ 

cFl 興 eS 田 p Ⅰ㎝ ぬ eses 血田噺 Ⅱ -" 血 。 ・ 
Sources.R 甲 roducedf 「 om  OECD,srrepo 「 tontheoECDGro 冊 lPporec[teoECD,200l, 近は 、 渡辺 

(200l)[@l 
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GDP(V/T) に代表される 技術の生産性の 相関を分析。 45 は相関の 

  
  
  
  
  
  
  
  
    

  

日 5. lT 化の進展 と技 行の生産 桂 の相田 (1975-1999). 

推移を示したものであ る。 図 5 を見ると、 1991 年を境に顕著な 変局 
点が見られる。 これは、 情報化社会の 本格化の時期であ り、 同時に 
バブル経済破綻の 年にも符合する。 したがって、 この変局 点 を境と 
する係数ダミー (1975-90-0,1991-99-1) を導入して、 両者の相関を 

分析すると、 次式 に示すよ う に、 きわめて有意な 相関が見られる。 

Ⅰ V 代 =2.264 一 0.l44thLl.364DlnI+l1.7l8D  a 山 ・ R, 0.975 DWl.7@(4) 
(17.25) (-8.22)  (-8.05)  (7.90) 

すなわち、 90 年代以降の情報化を 境に、 製造技術を核とする 製造 
業の技術生産性は 、 次のように大きく 変局していることが 伺われる。 

1975-1990.@ lnV/T=@ 2.264@-@0@ 144@In@I (4)   
1991-1999     ㎞ V/T= l3.982- l.508 ㎞ 1 (4)'     

通常、 生産性は、 逓減傾向を示すが、 製造技術の生産性の 情報化 
弾性値を見る 限り、 それは、 80 年代までの・ 0 ・ 144 から 卯 年代には 
-1.508 と異常なほどの 急 減を示している。 これは、 製造技術を中核 
とした日本の 製造業の技術が 90 年代以降の IT を核とする情報化社 
会 に対応しきれていないことを 如実に示すものであ る。 

(2) 竹杖化社会への 不対応と 技 脩の眼界生産桂の 低下 

製造業の情報化社会への 不対応が先に 見た技術限界生産性の 急 
減に及ぼす影響をトレースするために、 製造技術を中心とする 製造 
業の技術への TT の浸透軌跡とそのインパクトを 分析。 

グ - 円 仁・ K り (1)   

(4) 式にお。 て 、 製造業技術への 情報化社会へのシフトの 影響を 
を 端的に示した 係数ダミーを 用いて、 1975-1999 の四半世紀の 製造業 
の生産関数 ( りを (5) 式で表す。 

伍 Ⅱ - 刀 +a 而 七十日 伍 K+ Ⅵ 施 T+Y2D, 加ア (5) 

ここに、 A は、 スケールファクター、 0 、 旧、 v は、 労働、 資本、 

技術の弾性値 な 、 D, は工業化社会から 情報化社会へのシフトに 対応 
する係数ダミーを 示す。 ここで、 情報化社会へのシフトは、 石油危 

機やニクソンショックのように、 あ る 時 突如発生するものではなく、 

80 年代未から 90 年代にかけて 急激ではあ るが徐々にかつ 着実に発生 
浸透していったものであ る (USDOC,2000[61) ので、 その「 0,11 の 
係数ダミーパスを 田 6 に示すようなロジステイックカープによる 0 

から 1 への推移軌道で 再現することを 試みた。 この「推移黍道」は、 
情報化社会へのシフトが 伝統的な製造技術を 中心とする製造業技術 
の世界に進入し 浸透する過程を 示す重要な黍道であ る。 

  
レ
る
 
 
 

  

 
 

 
 

 
 

    

  
to:@turning@point   
T);  margin  to  the  carrying  capacity 

      

田 6. 推移軌道 ( 且造 文枝折への枯れ 化社会へのシフトの 没達迅甜 ・ 

この推移軌道を 用いて、 係数ダミー D, は 、 変局中心時点㎝ ), その 
顕著なスタート・エンド 時点 ( お ) 、 進入・浸透のぺース (r1) を用 
いて、 次式 のように示される。 

( 注 )IT ストックの計測については   本予稿 集 2C2l       渡辺参照   
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(6)   

図 5 により、 変局中心時点 (t0) は 1990 年と考えられるが、 これを 

中心に、 1989,1991 の前後両年をも 加え、 土 2,4 年の「スタート・エ 

ンド期間」及びエンド 時点における 普及天井との 4 一 6% のマージ 

ンを用いた進入，浸透のぺ ー スの 口 7 に示す各種バリエーションを 

もとにそれぞれの ax を (5) 式にあ てはめ、 生産関数への「推移黍 
道」の適合性を 比較 杉 証した結果はま 2 に示すとおりであ る。 Ⅲ CC 赤 

池 情報基準 ) により、 田 合性を判断した 結果、 1990 年を変局中心とし、 

前後 3 年 (1987-199 ののスタート・エンド 期間に 5% のマージンの べ 
ー スで進入・浸透したⅨが 統計的に最も 高い適合性を 示すことが確 

認された。 

1@10@ |   
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口 7. 推移軌道 ( 里道 棄技 街への 廿報 化社会へのシフトの 浸達 五 %) の比較   
ま 2 推定推移軌道の 生産目致への 連合 桂 比較検証 

生産関数 : 肋 V-A+Oli 肛 +B@nK 由竹 l"T+Y,D,A ガ     

            0 ． 91                                   
          Q.001                               
            0 ．Ⅹ )                         

            0 ． り 1                       

推定推移軌道は、 図 8 に示すとおりであ り、 1985 年頃 から進入 

の兆しが見え 始め、 1987 年には 5% レベルに、 1990 年に 50% のレベ 

ルに達し、 1993 年には 95% に、 1995 年にはほ ほ 100% (1) のレベ 
ルに浸透していった 軌道が伺われる。 これは、 日本にとっては、 プ 

ラザ・合意 (1985) から、 バブル経済 (1987 づその崩壊 (1991) を経て 

「失われた 1 0 年 ( ロストデイケード ) 」に入る黍道と 軌を一にする。 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
    

口 8. 推定推移軌道 ( ユ珪 文枝折への 冊伍 七社会へのシフトの 没珪克程 )   

以上の推移軌道でトレースされる 製造技術への 情報社会への 浸 

透過程は、 伝統的な製造技術の 生産への貢献パスとは 相容れず、 GDP 

の 技術弾性値を 低下させることになった。 その軌道は、 ロ 9 に示す 

とおりであ る。 

以上の技術弾性値の 低下は技術の 限界生産性を 低下させるとこ 

ろとなり、 ロ 1 0 に モ すように、 製造業技術の 限界生産性は、 1990 

年代以降 急 減を示す． : 至った。 すな む ち、 製造業の限界生産性は、 

一般的な逓減傾向の 例に漏れず、 80 年代までは、 年率 1.3% の比較的 

緩やかな逓減であ ったが、 90 年代以降年率 3.5% の 急 減を示すに至っ 
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口 9    圭 洗車 叩 P の 技行弗 在位の推移 (1975-1999) . 

  

図 10 ． 襄 洗車 技 街の眼界生産桂の 推移 (1975-1999)  . 

伍 九万，Ⅰ =26.50l 弍 ・ nl3% ロ Ⅰ 叩 ・ 02 羽， 毘 Ⅰ 庁 43.697D,  a 田 ・ R,O.975  DW  @.7@  (7) 
(6.l8)  (-6.@4)  (-5.0l)  (4.98) 

(3)  描荻七 社会へのシフトに 対する左近 圭技街の システム ヒ ソチ 

以上の限界生産性の 低下が、 情報化社会へのシフトに 対する製造 

業技術のシステム ヒソ チに起因することを 検証するために、 「製造業 

技術限界生産性の 情報化社会シフト 弾性 値 」の推移を検証。 製造業 
技術の限界生産性は、 GDP 及び技術ストックのほか、 製造業技術へ 

の情報化社会へのシフトの 浸透過程を示す 推移軌道 D, にも影響され 

るので、 (8) 弍のように示される。 

MPPT-F(Vt,T,D り (8) 

(8) 式を 2 次項までテーラー 展開すると (9) 式が得られる。 

ぬ， Ⅸ PT- ア 七色 肋 Ⅱ十の肪 T 十の伍 D, 中肋 ル ド ル r (9) 
" 乃 加れ 柏， 。 角 Ⅰ れ TIn の， 

(9) 式を ル の ，で 偏微分することにより、 (10) 式のように   「 製 ; き 
業 技術限界生産性の 情報化社会シフト 弾性 値 」が得られる。 

(10)   
1985 一 1999 年の製造業を 対象に、 限界生産性関数を 推計した結果は 

(11) 式に示すとおりであ り、 これをべ ー スに「製造業技術限界生 

産性の情報化社会シフト 弾性 値 」は、 GDP 及び技術ストックをもと 

に 、 (12) 式のように表される。   

(-2.60)  (10.61) (-6.42) (18.33) (-1.80) (9.71) (-30.37) 

Ⅰ め ． R,0 ． 999 ay・ (11) 

亜哩 Ⅰ 0.375+0.02glnV 一 0.068 Ⅲ r (12) 
6%  D, 

  
    " 一 " 
  
  
  
    
    

図 11   % 進 支柱 街 眼界生産 桂 の 備穏 七社会シフト 弾桂 撞の推移 
(198 ㌻ 1999) 

(12) 式をもとに、 1985 一 1999 年の間の「製造業技術限界生産性の 
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情報化社会シフト 弾性 値 」の推移を計測した 結果は 、 ロ Ⅱに示すと 
おりであ り 1991 年以降この弾性 値 が負に転じ、 情報化社会へのシフ 
トに対する製造業技術のシステム ヒ ソチが裏 付けられる。 

(4) 甘穏 七社会へのシフトに 対するシステム ヒソ チのメカニズム 

以上のシステム ヒソ チのメカニズムを 明らかにするために、 あ ら 

ためて、 TFP の変化率支配要因を 分解すると (13) 式のように示さ 
れる ( 渡辺、 許、 馬場、 2002[21)0 

努 = が P 二 (l-k-@ ヮ )F.-Cl-k- 。 n) イ亜 Z,   月 一グ 十 (¥-k-lnW72( 『 -1 比 ". 第 r 一 a う T Ⅱ (13) 
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ここに (3) 式の近化人 Z 沖 = 三 ・旦を用いて、 技術の限界生産性を 整 
sT v 

理すると (14) 式のように示される。 
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(14) 式の分子第 1 項は、 需要の増加による 効果を、 第 2 項は 、 ス 

ピルオーバー 技術の導入による 効果 ( 価格減少効果で 表しているの 

で、 マイナス ) を示す。 一方、 分母のマイナス 第 1 項は、 研究開発 

投資の間接効果 ( 技術ストックの 増大による生産要素の 調整誘発 ) 、 第 

2  項は直接効果を 示す。 これらは、 いずれも、 情報化社会へのシフ 
トに伴い、 Ⅱの内包する 

①需要創出効果 (W ぬ ㎝ 朴 e,Kondo,elal.,2002,[12l) 
②スピルオーバー 活用効果 (Watanabeand 瓜 g ㎡， 2002  [18]) 
③相互補完効果 (W れ簗 ahe ㎝ dKondo,2002[l0n) 、 及び 

④自己増殖効果 (W れ ㎝ abe,Kondo, ㎝ cmi ㎝ dW Ⅰ， 2002.[1l]) 
による躍進が 期待されるものではあ るが、 そのためには、 情報化社 

会へのシフトを 受け入れ、 それを社会経済の 躍進への 好 循環に組み 

入れる社会経済体質の 柔軟性が不可欠であ る。 

残存し、 それが「インプット 大国、 アウトプット 小国」に結果し、 

それがさらに 社会経済体質の 柔軟性喪失の 悪循環をきたすことにな 

っている。 

ま 3% 造技億と lT との 桂拮 形成メカニズムの 比較 
1980 年代 l980 年代 

パラダイム 工業化社会 佑報 化社会 

中核技術 "" 技傭 冊妬 
基本的性格 所与 自己増殖的 
基本的性格を 形成する過程 供給者によって 賦与 社会経済 体 何との相互 交 

流 過程で形成 

分業・ 温 通化追求形態 組ぬ肉   系列内での分業 市場を通じた 分業 
  性格の形成の 原因となる行為者 個々の企業Ⅰ租ぼ 全体としての 社会経済体質 

貸料 : Watanabe and Kondo et al. (2002) [11l をもとに整理   

以上の悪循環の 拾を分断し 、 ぼが本来的に 内包する先に 述べた特 

性をてこと不妊循環へのシフトを 図るためには、 Ⅱの性格形成メカ 

ニズムに即した 次のような ト リガ 一 が肝要であ る。 

① i-mode の躍進に見られる 累積的学習を 基盤とした利用者主導に 
よる IT の潜在特性の 共鳴的誘発 ( 本 予稿 集 2C18 、 近藤・渡辺 ) 

② E Ⅳをてこに最終消費者をもインボル プし 、 ソフトベンダーとの 

3 者の共進化構造の 構築によるビジネス 分野への IT の浸透 ( 同 

2B33 、 保 々 ・渡辺 ) 

③ IT 化に伴う組織内分業より 市場を通じる 分業の方の有利化に 注 
目した新進小規模企業の 生成 ( 同 2D14 、 長田・渡辺 ) 
④ IT 固有の社会経済との 相互作用過程を 通じた自己増殖機能に 着 
目した自己増殖的ヴィジョン 形成への刷新 ( 同 IB03 、 田辺・渡辺 ) 

5. 轄苦 

1990 年代における 技術の限界生産性の 急減が経済競争力失墜の 
源泉をなし、 それが情報化社会へのシフトに 対する製造業技術のシ 

ステム ヒ ソチに起因し、 その原因たる 日本の社会経済体質の 柔軟性 

喪失の悪循環は、 製造技術と何との 性格形成メカニズムの 基本的相 

違に根ざすことを 実証し、 情報社会に対応する 技術政策への 覚醒の 

方向を示唆した。 今後引き続き、 国原比較を視野に 入れた ブ イール 
ドサー べ一 等を重ね、 社会経済体質の 柔軟性と IT の革新・利用との 

共進化構造のあ り方を進化させていくことが 肝要であ る。 

先に見た情報化社会へのシフトに 対する製造業技術のシステム 拮者文舐 

ヒソ チは、 日本の社会経済体質がかつてのような 柔軟性を発揮でき l.  近藤布子、 渡辺 千匁 、 略報 化社会への ハ ラタイムシフト 下における持続的成長と イ ンスティ 

ず、 Ⅱの成果をフルに 活用できないまま 経済を停滞させ、 社会経済 
チューションの 柔軟性の役割の 分析」、 研究・技術計画学会第 l6 回年次学術大会話 は 要旨 集 
2 ㏄ l 、 57-60 ． 

体質を更に硬直化さ 結果、 IT が本来的に旧 よ 匂 るという悪循環に する上記① 一 ④の特性を発揮して 陥ったことに 起因し、 (14) 弍を通 その         渡辺 渡辺千帆、 に 曲する実証分析 千匁 、 軒先 藤祐司、 に 、 @ 、 馬 r 研究技術計画 技術革新・ 掛 啓介、 l 技術のスビルオーバ 雙及 2002 に不可欠な社会経済 回 叫 Ⅱ ). 一に視点を据えた 体仮 の 柔欣 性の変容にⅡする 産業の技術 窩造 の 分析 変卸 一 

じた技術の限界生産性の 上昇 ポ テンシヤ ル の発揮を空回りさせてい 賃金の生産性弾性億の 支配要因に視点を 据えた実証分析 j 、 研究技術計画 2002 (mp 市 U   
4.@ A ， T3rasyev@and@C ． Waanabe ． "Optimal@Dynamics@of@Innovation@in@Models@of@Economic@ Growth,     

ることによる。 Journal  of  Optimal  Theoly  and  Applications  108(1),  175-203.  2000 
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